多面的機能支払の実施に関する基本方針について
１．多面的機能支払とは　　

　　・平成26年度から農地・水保全管理支払交付金より移行した制度

　　　平成27年度以降については、法律補助（現在国会審議中）　　

　　　　【単価】
	
	農地・水保全管理支払交付金

（円／10a）
	多面的機能支払交付金

（円／10a）

	
	共同活動
	向上活動
	農地維持支払※
	資源向上支払(共同)
	資源向上支払(長寿命化)

	田
	3,300
	4,400
	3,000
	1,800
	4,400

	畑
	2,100
	2,000
	2,000
	1,080
	2,000

	草地
	300
	400
	250
	180
	400


　※農地維持支払は農業者のみで構成される組織で対応が可能

２．基本方針

　　多面的機能支払交付金実施要綱　第3の２において、都道府県知事が「多面的機能支払の実施に関する
基本方針」を策定することになっている。

　（農地・水保全管理支払交付金においても同様に策定）
３．主な変更点

　（１）都道府県共通事項

　・補助金の名称変更（P1、P2、P4）

　　　　農地・水保全管理支払交付金　　→　　多面的機能支払交付金

　　　　共同活動　　　　　　　　　　　　　　農地維持支払

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　　

　　　　向上活動　　　　　　　　　　　　　　資源向上支払

　　・名称変更に伴い、活動要件、取組の説明の記述場所を変更（別紙１、２、３）
（２）岐阜県独自事項
　・農地維持支払において、交付金の算定の対象とする農地の追加
　　　多面的機能の発揮の観点から、農振農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地
　・広域活動組織の規模

　　　継続組織が100ｈａ以上の規模を有する組織に合併する場合は、広域活動組織として活動できる

　・防霜施設の適正管理、水路付帯施設の補修・更新等の追加

　　　平成25年度まで追加項目で対応していた岐阜県独自項目は、多面的機能支払交付金においても
継続して活動できるように追加

　・鳥獣害防止柵設置の削除

　　　平成25年度より追加項目で対応していたが、平成26年度より鳥獣害防止柵設置が復活したた
め、追加項目から削除

　　

